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―お詫びと訂正― 

本書に誤りがございました。ここに謹んでお詫び申し上げます。 

お手数をお掛けいたしますが、下記のとおりご訂正のうえ、ご利用賜りま

すようお願い申し上げます。 

記 

Ⅰ巻 1053 頁の建築基準法第 6条の 3を次と入れ替え願います。なお、訂正

箇所は下線で示した部分となります。 

（構造計算適合性判定） 

第６条の３ 建築主は、第６条第１項の場合において、申請に係る建築物

の計画が第20条第１項第二号若しくは第三号に定める基準（同項第二号

イ又は第三号イの政令で定める基準に従つた構造計算で、同項第二号イ

に規定する方法若しくはプログラムによるもの又は同項第三号イに規

定するプログラムによるものによつて確かめられる安全性を有するこ

とに係る部分に限る。以下「特定構造計算基準」という。）又は第３条

第２項（第86条の９第１項において準用する場合を含む。）の規定によ

り第20条の規定の適用を受けない建築物について第86条の７第１項の

政令で定める範囲内において増築若しくは改築をする場合における同

項の政令で定める基準（特定構造計算基準に相当する基準として政令で

定めるものに限る。以下「特定増改築構造計算基準」という。）に適合

するかどうかの確認審査（第６条第４項に規定する審査又は前条第１項

の規定による確認のための審査をいう。以下この項において同じ。）を

要するものであるときは、構造計算適合性判定（当該建築物の計画が特

定構造計算基準又は特定増改築構造計算基準に適合するかどうかの判



定をいう。以下同じ。）の申請書を提出して都道府県知事の構造計算適

合性判定を受けなければならない。ただし、当該建築物の計画に係る確

認審査が次の各号に掲げる確認審査である場合において、当該確認審査

を構造計算に関する高度の専門的知識及び技術を有する者として当該

各号に掲げる確認審査の区分に応じて国土交通省令で定める要件を備

える者である建築主事等がするとき又は前条第１項の規定による指定

を受けた者が当該要件を備える者である第77条の24第１項の確認検査

員若しくは副確認検査員にさせるときは、この限りでない。 

一 当該建築物の計画が特定構造計算基準のうち第20条第１項第二号

イの政令で定める基準に従つた構造計算で同号イに規定する方法に

よるものによつて確かめられる安全性を有することに係る部分であ

つて確認審査が比較的容易にできるものとして政令で定めるもの又

は特定増改築構造計算基準のうち確認審査が比較的容易にできるも

のとして政令で定めるものに適合するかどうかの確認審査 

二 当該建築物の計画（第20条第１項第四号に掲げる建築物に係るもの

のうち、構造設計一級建築士の構造設計に基づくもの又は当該建築

物が構造関係規定に適合することを構造設計一級建築士が確認した

構造設計に基づくものに限る。）が特定構造計算基準又は特定増改築

構造計算基準に適合するかどうかの確認審査（前号に掲げる確認審

査に該当するものを除く。） 
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